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· これからは「健康経営」が企業の経営スタイルの主流になるかも？
先日、「“健康経営”のすすめ～会社も町も大変身！～」というタイトルのＮＨＫの番組を見ました。そこで報道されていた、“従業員の健康”に対する会社の取り組みを以下に紹介いたします。
· サンスター株式会社（大手歯磨き剤メーカー）

健康診断の数値からメタボリックシンドロームの疑いありとされた幹部社員は、業務命令で会社の研修施設に集められ、2泊3日で運動と生活習慣の見直しを徹底的にたたき込まれます。それは、体脂肪率等の数値が改善されるまで定期的に実施されるとのことでした。その運営にかかる費用は何と年間4,000万円にもなりますが、第一線でバリバリ働く幹部社員が倒れてしまうリスクを考えれば有効な投資と会社は考えています。
· 三井化学株式会社（大手総合化学メーカー）

全国10か所の事業所の従業員14,000人のうち2,500人が参加している「ヘルシーマイレージ合戦」という取り組みがあります。仕事が終わった後に毎晩のようにスポーツで汗を流し、スポーツの種目と時間で定められたマイルを獲得して同僚や仲間と競い合います。スポーツが苦手な人でも歩くだけでマイルがたまり、たまったマイルはいろいろな健康グッズと交換できるしくみです。他の人の獲得マイルがリアルタイムで公開されているので、ライバル心を持ってゲーム感覚で楽しんでいるとのこと。この取り組みは、会社の産業医が過去15年間の健康診断データを分析して、従業員の健康状態の悪化を改善するために提案したものです。その結果、従業員の欠勤日数の減少や会社の健保財政の改善という直接的な効果だけでなく、スポーツを通じた職場のコミュニケーションも活発となり、他部署と連携した新しいプロジェクトも誕生したようです。
そもそも「健康経営」とは、アメリカの経営心理学者、ロバート・ローゼン氏が1992年に出版した著書「ザ・ヘルシーカンパニー」の中で提唱した概念で、「健康な従業員が会社に利益をもたらす」という観点から、「従業員の健康を重要な経営資源と捉えてそのサポートに積極的に取り組む経営スタイル」のことです。そしてそのサポートにかかる費用は、従来のように福利厚生コストと捉えるのではなく、従業員の健康意識を高めるための投資と捉える点がポイントです。つまり、費やしたお金が消えてなくなるのではなく、2倍にも3倍にもなって会社に還ってくるという発想です。一般的には、「健康経営」による企業のメリットとして次の4点が挙げられます。

1. 生産性の向上（欠勤率の低下、コミュニケーションの活性化、前向きな思考など）
2. 事務負担の軽減（有事の際に本人や家族、病院への連絡、労災保険・社会保険の手続きなど）
3. 企業イメージの向上（健康に配慮する企業文化の外部発信によるイメージアップなど）
4. リスクマネジメント（身体の柔軟性の確保による業務・業務外災害の予防など）
先の2社の取り組みは、結構な運営費用がかかり、また、データを分析する時間や労力もかかるため、大手の会社だからできることであって中小企業にはとてもできないと思われがちですが、工夫次第では中小企業でも十分取り組める活動がいくらでもあります。
中小企業ではありませんが、例えばコンビニ大手の「ローソン」では、健康診断でメタボリックシンドロームのリスクが高い社員をピックアップして、専用アプリでその日に摂取した食事のカロリー量を携帯電話で簡単に確認できるようにしたり、「日産自動車」では横浜市の夜景を見ながらジョギングするイベントを開催するなど、大手でも小さなことから取り組んでいることがわかります。また、健康診断データに関しても、協会けんぽの保有するビッグデータを活用して自社の従業員の健康度を把握できるしくみも既にスタートしています。
もはや「健康は個人の問題」と片づけるのではなく、企業が積極的に働きかける時代にどうやら突入したようです！　（工藤克己）
